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住まいの終活①
所有者が亡くなったのに相続登記をしないと、持主がわからず、様々な問題が生じます。このような
状態を防ぐため、2024年4月1日から「相続登記義務化」の制度がスタートします。

相続した土地・建物について不動産登記簿の
名義を相続人に変更することを「相続登記」と
いい、法務局に申請します。
法務局は所有権の登記、公示、また登記に関

する相談などを行っています。役場や市役所と
は別物です。
相続人が単独、または共同で申請し、司法書

士や弁護士に委任することもできます。
一般的な流れとして

①相続する不動産を特定し、法定相続人を確認
する

②相続人の間で、亡くなった人の財産をどのよ
うに分けるか協議する

③その結果を文書にする
④相続登記申請書を作り、申請に必要な書類を
準備する

⑤管轄の法務局に登記申請する
となります。

相続登記とは

「所有者不明土地」が全国で増加

これまで相続登記の申請は任意で、申請をし
なくても相続人が不利益を被ることが少なかっ
たため、相続した土地に価値が乏しく、売却も
困難な状況だと、費用や手間をかけて登記をす
る必要性に迫られることはありませんでした。
その結果、登記も見ても現在の所有者がわか

らない、または判明しても所在不明で連絡がつ
かない「所有者不明土地」が全国で増加しまし
た。
公共事業や、災害時の復旧・復興事業の一部

に所有者不明土地があるため円滑に進まないと
いった事態も起こり、社会問題となっています。

2024年4月1日から
相続登記の申請が義務化

相続によって不動産を取得した相続人は、そ
の不動産の取得を知った日から3年以内に、相続
登記の申請をしなければならなくなります。こ
れは、4月1日以前に相続を受けた不動産も対象
となります。
このため、2024年は司法書士や弁護士、法務

局の相談窓口が非常に混みあうことが予想され
ています。早めにご相談いただくことをお勧め
いたします。

相続土地国庫帰属制度
相続登記義務化に先立ち、相続土地国庫帰属

制度が始まっています。相続した利用しない土
地を手放す制度ですが、条件があり、負担金も
生じます。相続登記義務化、相続土地国庫帰属
制度は次号に続きます。



合いが悪く、Ｘの遺産全てを法定相続分に応じ
てわけることとし、当該建物も持分２分の１で
共有することになりました。
この状態で、借主について、賃貸借の目的が

居住用と定められていたにもかかわらず、事業
のために使用している様子が窺われました。Ａ
は賃貸借契約を解除したいと思いましたが、Ｂ
は真に事業用に使用されているか否かを確定で
きないことからもう少し様子を見たいと思って
いました。このように、ＡとＢは意見が一致し
ていません。では、ＡはＢの承諾を得ることな
く単独で賃貸借契約について解除権を行使する
ことができるでしょうか。
賃貸借契約の解除は、民法２５２条１項の

「共有物の管理に関する事項」に該当するもの
解されており、持分価格の過半数で決定しなけ
ればならないとされています。その結果、Ａ単
独では持分２分の１にとどまるため、過半数に
は達しません。そうすると、原則としてＡ単独
で賃貸借契約を解除することはできないという
結論になります。
このように、不動産がいったん共有状態に

なってしまうと、各共有者の権利を尊重する必
要があることから、様々な制限を受けることが
あります。このような状態を未然に防ぐために
は、Ｘが遺言でＡかＢのいずれかの者に建物の
所有権を単独で取得させることが有効です。財
産の価値を恒久的に損なわないようにするため
に今何をすべきか、皆様も考えてみてください。

弁護士の
ちょっと気になるコト

天野 智之弁護士

弁護士法人
天野・小池法律事務所
仙台弁護士会所属

大谷津 敏税理士

税理士法人
ユナイテッド・パートナーズ

仙台青葉事務所 所長

編集後記
能登半島地震で被災された方に、お見舞い申し上

げます。日常が壊れるというのは本当につらいも

のです。そのための備えなのだと改めて見直しま

した。13年前のことを思い出した方もいらしたの

ではないでしょうか。一日でも早く日常が戻りま

すよう、心よりお祈り申し上げます。

インボイス制度(その２)

インボイス制度が始まり、もう４カ月になり
ます。一般消費者には全く関係ないことです
が、店舗や駐車場を貸している方は少々問題
が生じます。
前回、消費税仕組みをお話させて頂きまし

たが、これを駐車場賃貸しているオーナーさ
んに置き換えます。１カ月５，５００円(消
費税５００円)で駐車場を貸したとします。
オーナーさんは借主から預かった消費税５０
０円を税務署へ納付します。
逆に駐車場を借りている立場ですと、駐車

場代５，５００円(消費税５００円)を支払い
ます。貸主がインボイス発行できない場合は、
駐車場代５，５００円(消費税０円)となりま
す。
仮に借主が会社だった場合、駐車場代と一

緒に支払った消費税は、その会社の納める消
費税から控除します。ところが、インボイス
発行できない貸主は消費税を預かっていない
ため、支払った消費税を控除できなくなりま
す。そのため、駐車場代を消費税相当分高く
支払うことになります。
「それじゃインボイス登録をすればいいの

では？」と思いますが、その通りです。では、
なぜこの様な問題が起きているのでしょうか。
インボイスを発行できる事業者は、消費税の
課税事業者であり、かつ、税務署に申請をし
なければなりません。消費税の免税事業者は、
課税事業者にならないとインボイスは発行で
きません。
支払いをする側が簡易課税制度を選択して

いる場合や免税事業者、一般消費者は関係が
ございません。次回、免税事業者について、
もう少し詳しくお話をさせて頂きたいと思い
ます。

今回は共有状態の
建物が賃貸されてい
る場合に生じる問題
に触れてみます。
例えば、母親Ｘが

所有していた建物に
賃貸借契約が設定さ
れ、借主が住んでい
る状態のままＸが死
亡したとします。Ｘ
には子Ａと子Ｂがい
ます。ＡとＢは折り

応急借上げ住宅とは

災害が発生した場合、住宅を失った被災者の
住居が早急に確保されるよう、公営ではない民
間の賃貸住宅を自治体が借りて供与するのが
「応急借上げ住宅」です。東日本大震災の際は
「みなし仮設住宅」と呼ばれていました。大河
原町でも令和元年東日本台風の際に供与されて
います。既存の住宅を活用するため、比較的短
期で提供可能で、立地・間取りの選択が容易と
いうのが特徴です。その反面、被災地の近くで
は物件が使用不能の場合が多く、被災地近くで
の提供が困難となっています。
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